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米国経済・株式市場情報
ＦＲＢ次期議長はパウエル理事を指名
イエレンFRB（米連邦準備制度理事会）議長の金融政策方針は継承か
 トランプ大統領は、2日イエレンFRB議長の後任としてパウエル理事を指名することを発表。市場
はイエレン議長の金融政策を継承するとの見方が大勢。

 空席となっている副議長と理事の指名が注目される。新任者の政策スタンスによっては現行の金融
政策決定に影響を与える可能性も。

（審査確認番号H29-TＢ316）

＜サプライズはなく事前のメディア等の予想通りのパウエル理事へ＞
トランプ大統領は2日、2018年2月3日で任期満了となるイエレン議長の後任にパウエルFRB理事を指

名することを発表しました。今後上院での承認を受けた上で就任する見込みです。パウエル理事は2012
年に当時のブッシュ(子)大統領政権時にFRB理事となり、イエレン議長を理事として支えてきました。市
場ではこれまでの金融政策の決定の過程では常に賛成票を投じてきた同氏は「緩やかな利上げを目指す」
イエレン議長の金融政策を継承すると見られています。
＜FRB理事の空席は4名。副議長の人選も注目されるところ＞
10月新たにFRB理事兼副議長(金融規制担当)となったクオールズ氏は金融規制を担当し、トランプ政権の
目指す金融規制の緩和への取り組みが期待されています。金融政策決定への投票権をもつ2018年のＦＯ
ＭＣ(米連邦公開市場委員会）参加者の金融政策スタンスは、これまではハト(金融緩和推進)派が主流でし
たが、タカ(金融引締め推進)派のメンバーと一部交代され、緩やかな利上げを目指す現行政策への影響が
注目されます。またイエレン議長任期満了後、理事などの空席が4名(イエレン議長含む)となりますが、今
回FRB議長後任の候補となったテーラー教授などの名前も報道されており、今後指名される理事のスタン
スも政策決定に影響を与えるものと思われます。また、フィッシャー氏辞任後、現在空席となっている副
議長ポスト(金融政策担当、議長をサポートする上で大変重要）には、誰が就任するかも市場の関心が集ま
るところです。
＜後任発表を受けてマーケットは好感。特に大きな反応はなし＞
当初の予定通りパウエル理事が指名されたことでイエレン議長の金融政策が引き継がれるとの観測を2
日の米国株式市場は好感し、ＮＹダウは史上最高値を更新しました。また為替市場は大きな反応はなかっ
たものの、米下院税制改革での所得税の最高税率引き下げが見送られたことなどを失望しドルが売られま
した。今後は空席となっている理事などの候補者報道などで一時的に変動する場面も想定されますが、当
面の市場の注目は減税政策や債務上限など2018年秋の中間選挙をにらんだトランプ政権の政策動向に重
きが置かれていくことが想定されます。

図表2：2018年3月FOMCの投票権をもつ参加者図表1：FRB経済見通し（2017年9月時点)

出所：図表1はFRB公表資料を基に、図表2は、11月6日判明時点。各種報道等資料よりニッセイアセットマネジメントが作成

※1 コアPCE物価指数：PCE物価指数から食品・エネルギーを引いた指数
FRBがインフレ指標としている

※2 ﾌｪﾃﾞﾗﾙﾌｧﾝﾄﾞﾚｰﾄ：FRBが行う金融政策の誘導目標金利で米国の政策金利

氏名 肩書き 金融政策スタンス
パウエル 議長 ハト派
空席 副議長（金融政策担当）
クオールズ 副議長（金融規制担当） タカ派？
ブレイナード 理事 ハト派
空席 理事
空席 理事
空席 理事
ダドリー※辞意表明報道あり ニューヨーク連銀総裁 中立
メスター クリーブランド連銀総裁 タカ派
マルニックス(総裁代行） リッチモンド連銀第1副総裁 タカ派
ボスティック アトランタ連銀総裁 中立
ウイリアムズ サンフランシスコ連銀総裁 中立

2017年 2018年 2019年 2020年

実質GDP(国内総生産)成長率 2.4% 2.1% 2.0% 1.8%

失業率 4.3% 4.1% 4.1% 4.2%

個人消費支出(PCE)物価指数上昇率 1.6% 1.9% 2.0% 2.0%

コアPCE物価指数※1上昇率 1.5% 1.9% 2.0% 2.0%

フェデラルファンドレート※2 1.4% 2.1% 2.7% 2.9%


